
Ⅰ．はじめに

　２００２年度に創設された森林整備地域活動支援交付金制度は、４

年目を迎え，制度の見直しを控えている。支援交付金制度は，交

付対象者や協定団地設定等に関して，地域の裁量によるところが

大きく，様々な活用ケースが存在する。しかし，支援交付金制度

の事例分析は，農政分野における中山間等直接支払制度に比べ，

圧倒的に少ないのが現状である。佐賀市富士町では，集落を協定

団地とし，小規模所有者を交付対象者とした支援交付金の活用事

例（1）があり，富士町では，生産森林組合への交付額も大きい

ことが判明している。本報告では，佐賀市富士町の S区にある S

生産森林組合を事例に，組合員の共同による森林管理を行ってき

た生産森林組合が支援交付金をどのように活用してきたのか，ま

た，そのことがS区における地域森林管理にどのような影響をも

たらしたのか明らかにすることを目的とする。

Ⅱ．研究方法

　まず，富士町における支援交付金制度への取り組み方を整理し，

運用状況を把握することで，交付対象者としての生産森林組合が

富士町の支援交付金制度においてどのような位置付けにあるのか

を明確にする。

　次に，事例として取り上げるS生産森林組合の概要を押さえた

上で，同生産森林組合が交付対象者として含まれる協定団地S区

の支援交付金の運用状況を把握し，区と生産森林組合との関連性

を明らかにする。これを踏まえ，S生産森林組合の支援交付金活

用による具体的な効果を報告する。また，効果的な活用に至った

背景を明らかにする。

　最後にS生産森林組合における担い手問題の対する新たな動き

把握した上で，生産森林組合による地域森林管理に対する支援交

付金の制度運用の在り方を考察する。

　調査は，佐賀県森林整備課，富士大和森林組合で資料収集を実

施し，S区長と S生産森林組合役員に対して２００５年に聞き取り調

査，及び出役や収支に関する資料収集を行った。さらに，S区を

中心に活動している森林組合の請負作業班員５名への聞き取り調

査を行った。

Ⅲ．富士町における支援交付金制度運用

　佐賀市富士町は，人口４，８３５人，世帯数１，３９３戸，総土地面積

１４，３２５ha で，佐賀県北部に位置する。林野率は８０．５％，人工林

率９０．６％と高く，佐賀県有数の林業地域である。

　富士町では，おもに住民の自治組織の単位である「行政区（以

下，区と省略）」ごとに協定団地を設定しているが，小規模な区

はまとまって一団地を形成している。よって，３３の行政区で２０の

協定団地を設定し，支援交付金制度が運用されている。対象行為

は現況調査に限定されており，実際に現況調査を行い，報告書を

提出した森林所有者に対して，支援交付金が交付される。対象行

為が現況調査に限定されているのは，計画的施業の実現のために，

所有者が森林に足を運ぶことによって森林の現況を把握したいと

いう富士大和森林組合の意向によるものである。富士大和森林組

合は，制度運用に必要な事務手続きを代行しており，支援交付金
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の２０％をその手数料としている。

　また，富士町においては，森林所有者に対する交付の際，独自

の配分方法を取り入れている。協定団地である区に対しては，従

来どおり，積算基礎森林面積（ただし，富士町では積算基礎森林

はすべて３５年生以下の人工林である）１ ha 当たり１万円が交付

され，実際に現況調査を行った森林所有者に対しては，林齢に関

係なく，すべての人工林面積の割合に応じて配分される。

　つまり，森林所有者に対する支援交付金の配分額の決定要素と

して，①所有する人工林面積，②協定団地への交付金額，③現況

調査を行った所有者の割合が考えられる（図―１参照）。

　富士町における支援交付金の交付額は約３，４００万円である。森

林組合への事務手数料を引いた所有者への交付額約２，７００万円の

うち個人への配分が５６％を占めている。生産森林組合への配分は，

１４％程度であるが，１件当たりの交付額が５０万円以上の場合も多

く，交付額が大きいのが特徴である（表－１参考）。

Ⅳ．S生産森林組合の概要

１．富士町の生産森林組合

　富士町では１９６６年の入会林野近代化法によって，２５の生産森林

組合が設立した。生産森林組合は当時の部落有地を出資して設立

されて，共有入会慣習が維持され，「入会的生産森林組合」（２）

と規定し得る。しかし，１９９８年から２００２年にかけて，法人税の負

担が重いことなどが原因で，１４組合が解散し，地縁団体となった。

富士町において，この地縁団体は「区有林」と認識されている。

現在，存続している生産森林組合は１１組合である。１１組合の総組

合員数は３９６人，総面積は１，１０６ha である（表－２参考）。その中

でも，本報告では所有面積が３８７ha（そのうち約６０ha は隣村に所

有）と最も大きいS生産森林組合（表―２では組合番号６）を取

り上げることとする。

２．S生産森林組合の概要

　S生産森林組合の組合員数は３２人（ただしここでの組合員数は

聞き取り調査によるもので，表―２とは若干異なる）で，すべて

S区の住民である。

　S生産森林組合のある S区は，人口１５４人，世帯数３３戸，高齢

化率３１％である（２００４年４月現在）。専業農家率１９％，第Ⅰ種兼

業農家率３７％，第Ⅱ種兼業農家率３３％とⅡ兼農家率が低く，若い

世代を中心とした農業が盛んである。夏場の冷涼な気候を生かし

た雨よけハウスによるほうれん草の栽培が多い。

　しかし，高齢化が進行しているのも事実であり，近年では，高

齢者が町外に住む子供のもとへ移住し，離村するケースもある。

また，農業に対する経済的不安から，賃労働へ移行する傾向も見

られる。

　S生産森林組合は S区内の所有林のうち，約１６０ha を一組合員

当たり約５ ha ずつに分割し，地上権を設定している。転出する

場合は，地上権をS生産森林組合に返還する必要があり，不在村

者が S生産森林組合林を管理することはない。

　S生産森林組合の出役は，「財産区役」と呼ばれており，「森林

は区の財産である」との認識が強い。財産区役は，年４日，切捨

て間伐や枝打ちが行われる。参加率も８割以上で，若い世代の参

加も多い。組合員が作業機械を持ち寄るので，経費削減にもつな

がっている。

　このように，S生産森林組合の活動は，S区としての活動とほ

ぼ同じ位置付けがなされ，共有入会的慣習が根強く残っている。

３．S区の支援交付金制度運用

　協定団地S区における支援交付金制度の協定者数は４６人である。

これには，他の区に居住する森林所有者や不在村所有者も含まれ

ている。S区の団地面積は３８２haであり，そのうち積算基礎森林と

なる３５年生以下の人工林面積は１４４haで，S区への支援交付金の交

付額は約１４４万円交付額となっている。ただし，事務手数料とし
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図－１．富士町の支援交付金運用の流れ



て交付額の２０％は富士大和森林組合に支払うため，実際の交付は

約１１５万円である。そのうち，S生産森林組合への配分が８４％と非

常に大きく，個人の森林所有者への配分は１５％に留まっている。

　S生産森林組合への交付の割合が大きい理由として，S区内にお

いて，S生産森林組合が所有する人工林面積が３０７haと非常に大き

いことが挙げられる。また，S生産森林組合の所有林のうち，個

人に貸付けている森林についても，所有者であるS生産森林組合

が支援交付金を受け取ることとしている。

　対象行為である現況調査，調査報告書作成はＳ生産森林組合の

役員によって行われている。

Ⅴ．S生産森林組合による地域森林管理

１．支援交付金の活用実態と効果

　S生産森林組合への支援交付金額は，約１００万円である。S生産

森林組合は，木材販売収入がなく，主な収入は補助金であるため，

支援交付金は，重要な追加財源となっている。

　S生産森林組合では，支援交付金を作業道の補修費に活用して

いる。S区では町の補助事業によって作業道を開設してきたが，

その維持管理は，受益者負担とされたため，S区が担ってきた。

しかし，十分な維持管理を行うだけの資金を調達することができ

なかった。その結果，２００３年に降雨により作業道から土砂が流出

し，農林地へ被害をもたらした。そこで，支援交付金をつかって

作業道の補修を行うこととした。S生産森林組合に交付された支

援交付金のうち，初年度は約５０万円，次年度は約７５万円で生コン

を購入し，作業道補修を行った。補修にはアスファルトを使用す

ることも考えられたが，建設業者への委託が必要であり，生コン

による補修であれば地元住民による自力での補修が可能であり，

経費削減にもつながった。また，残りの支援交付金は共同活動の

経費として利用されている。

　このように，S生産森林組合では，支援交付金を作業道の補修

費に充て，それによって農林地の保全が図られ，今後の持続的な

地域森林管理につながることを考慮すれば，支援交付金の意義は

大きい。こうした支援交付金の効果的活用の背景には，組合員の

地域森林管理に対する認識の高さを指摘することができる。それ

について，以下２．～３．で考察する。

２．S生産森林組合員の集落帰属意識

　S区では，２００２年に区の公民館を建設している。その建材とし

て，S生産森林組合林のヒノキ７０年生，スギ５５年生４０aの主伐材が

使用された。本来，公民館建設においては，一般業者から建材を

購入した方が，経費も低く抑えられた。しかし，敢えて経費が割

高なS生産森林組合林の材を利用するに至ったのは，３０歳代～４０

歳代の住民から，「先人たちが育ててきた木に対して誇りをもち，

自分たちの公民館を自分たちの木で建てよう」という声があがっ

たためである。

　S生産森林組合は，設立当時，組合員個人に対して，土地を分

割せずに貸付け，地上権を設定した。支援交付金は，個人への貸

付分もすべて，土地所有者であるS生産森林組合に交付されるこ

ととなるが，その使途については，S生産森林組合の裁量次第で

ある。そのため，個人への貸付分に相当する支援交付金について

は，その土地の地上権をもつ個人の組合員への配分も想定できた

はずである。しかし，実際は，個人への貸付分に相当する支援交

付金もすべて，S生産森林組合が取り扱うこととなった。組合員

の間では生産森林組合≒集落として，支援交付金を活用するとい

う合意形成が自然となされていたのであろう。

　このように，S生産森林組合員は，自分たちの手で集落内の森
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表－２．富士町の生産森林組合の概況

所有面積（ha）組合員数組合番号

１９１１１

３１１９２

１８２１３

２３３２２４

４７２４５

３８７３６６

２６３８７

３０４６８

１１８５０９

２５５５１０

１７２７４１１

１１０６３９６計

資料：富士大和森林組合資料より作成

表－１．交付階層別にみた交付金額の分布
（単位：千円）

比率総計

交付者の性格（対象行為実施者）

実交付額 森林
組合

他地区
共有

生産森林組合区
神社・
寺院

共有個人

０．２％４９００００００４９～１，０００円

２．８％７６４０００２１０１３７３９１，０００～５，０００円

５．８％１，５９６００００２０１３１，５６３５，０００円～１万円

２３．７％６，５０４０１４００９９２００６，１９１１万円～３万円

１４．７％４，０１６００１２６１０６０１３３３，６５１３万円～５万円

１０．４％２，８５２００５７１６４０１４５２，４８６５万円～１０万円

１５．８％４，３１６００１，１７９２，１１７０２８０７４０１０万円～５０万円

２６．６％７，２９７４，３２５０２，４６９５０３０００５０万円以上

１００．０
％

２７，３９６４，３２５１４３，８３１２，８９３１３０７８４
１５，４１

９
総計

１００．０
％

１５．８％０．１％１４．０％１０．６％０．５％２．９％
５６．３
％

（比率）

資料：富士大和森林組合資料より作成
注：①個人が複数協定のメンバーの場合は、別人格としてカウントされている。
　　②森林組合への交付額とは、事務手数料（２０％）とは別に対象行為受託のによる交付額である。



林を共同で守り，集落機能そのもの（例えば公民館といったハー

ド面も含めて）を維持していこうという集落帰属意識が非常に高

い。S生産森林組合における支援交付金の円滑且つ有効利用の背

景には，こうした S生産森林組合員の意識の高さがある。

３．S生産森林組合の存続意義について

　S区の森林面積のうち，約８５％を生産森林組合が所有しており，

S区における森林資源の管理は生産森林組合が主体となって行っ

ていると言える。また，生産森林組合の組合員は区の住民であり，

その活動も集落機能を基盤としている。

　富士町では，法人税負担など様々な理由から，生産森林組合を

解散するケースが相次いだ。それにも関わらず，S生産森林組合

が「生産森林組合」として存続しているのは，一つには，生産森

林組合であれば，外部者の侵入を防ぐことができるという利点が

ある。地縁団体の場合，その地域に在住していれば，自動的に地

縁団体の加入権利を得ることとなり，土地利用の権利が認められ

る（2）。S区では近年，別荘地開発等で部外者が地域内への混住

化の進行が危惧されており，S区の住民はそれら部外者の介入を

拒むことで，地元の森林を自分たちで守ろうとしている。S区の

場合，生産森林組合として存続することで，地元住民による集落

共同の森林管理が行える環境を維持しているのである。

　二つめに，S区生産森林組合林の地上権をもつ組合員の不在村

化を防ぐことができる。職を求めて，あるいは高齢者独居世帯の

不安から，住民が都市へと移動する傾向がある中で，S生産森林

組合において，組合員は転出する際に地上権を返還しなければな

らない。つまり，組合員が転出した場合でも，その個人の使用し

ていた土地は自動的にS生産森林組合によって直轄管理されるこ

とになる。

　このように，S生産森林組合が存続することで，地域森林は地

元住民の手によって，管理される形態が維持されている。しかし，

S区では住民の高齢化によって，S生産森林組合における森林管理

の担い手不足が懸念されていることも事実である。

Ⅵ．地域森林管理の新たな担い手

～ S区請負作業班～

１．請負作業班の概要　

　S区には，４７歳の一人親方（S区内に在住）を中心とした請負

作業班が存在する。他の作業員は，S区内に在住している４９歳，

３３歳と S区外に在住している２１歳，２０歳で，計５人である。S区

内に在住している２人は，農業を営んでおり，農閑期に作業班の

活動をしている。また，S生産森林組合の財産区役においても，

作業の中心的存在である。一方，S区外に在住している２０歳代の

２人は，作業班に通年従事している。

２．設立の背景

　富士大和森林組合は，１０年ほど前に，事業の増加や作業員の高

齢化を背景に，人手不足が問題となった。それに加え，地元住民

によって地元の山を管理できるようにするという目的から，各区

に請負作業班を立ち上げることが構想された。しかし，林業が過

酷な仕事であるとの認識からか，作業班設立は難航し，実際に設

立に至ったのは S区だけであった。また，S区では，農閑期の職

を求める声があったことが，作業班設立を後押ししたとのことで

ある。

３．事業の展開

　事業は主にS区を対象に行われる。事業の確保は，富士大和森

林組合からの請負事業が全体の５０％，請負作業班から森林所有者

へ声かけをして作業の委託を確保するものが２５％，個人の森林所

有者や生産森林組合からの直接委託が２５％となっている。

　２００４度には，下刈りを４ ha，切捨て間伐を７ ha，針葉樹収入

間伐を３．５ha，竹林改良を１４ha 行っている。間伐材は，佐賀市内

の木材市場などに出荷している。再造林の費用負担を考えると，

皆伐はできないのが現状である。

　今後の事業確保としては，支援交付金制度の対象行為である現

況調査を行った森林所有者が，森林整備の必要性を認識し，その

実行手段として，請負作業班への事業委託とつながることが想定

されている。

　また，S生産森林組合からの委託の増加も考えられる。S生産

森林組合では，組合員の高齢化によって，年４日の財産区役の存

続が懸念される状況にある。生産森林組合林の整備の基盤となっ

ている財産区役が行えなくなることは，地域全体にとっても問題

であり，請負作業班が生産森林組合有林の整備を中心的に担うこ

とは，有効な手立てであろう。

　４７歳の一人親方は，２０代の作業員に対して，熱心な林業技術指

導を行っている。「現在，森林の荒廃が進み，一刻も早く持続的

な森林管理を確立していかなければならない。自分が２０年かけて

習得した技術を，１０年で教え込まなければならない。２０年後には，

今の若者が中心となって，富士町内の森林管理を行ってほしい」

という思いがある。

　このように，S区の請負作業班が積極的に S生産森林組合林の

整備を行い，地域全体の森林整備が向上する可能性がある。S生

産森林組合への支援交付金を請負作業班の活動に生かすことも，

今後検討される必要があるだろう。

Ⅶ．考察

　以上，S生産森林組合の活動を中心として，S区の集落共同で

の森林管理に着目してきた。先人の財産を受け継いで後世へも引

き継ぐべく，集落が一丸となって地域森林管理に取り組んでいる。

しかし，他の山村地域と同様，S区も過疎化，高齢化が進行しつ

つあるのも事実であり，財産区役の活動維持が懸念されている。

　このような中，若い世代で構成された請負作業班は，S区にお

ける地域森林管理の新たな担い手として注目できる。作業の効率

性を考慮すると，将来，S区内の森林管理を一括して請負作業班

が行うことも考えられるが，現段階においては，S区の共同によ

る森林管理体制が維持される上で請負作業班の果たす役割に注目

すべきであろう。とくに，請負作業班がS区における数少ない後

継者層の森林管理技術の向上，技術伝承を担っている点は大いに

評価されるべきである。

　このように，S区では先人より受け継がれてきた集落共同によ

る森林管理という形態は，S区の請負作業班を新たな担い手とし

て取り込みつつも，入会的生産森林組合（＝S生産森林組合）に

より維持されている。そして，S生産森林組合は，集落帰属意識

の高い組合員によって構成されていることや，地元による森林管
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理を維持するために生産森林組合として存続することに意義を見

出していることなど，支援交付金制度の活用においても，その入

会的性格が発揮されることとなった。支援交付金制度は入会的生

産森林組合の森林管理活動の存続には有効であり，制度の継続が

強く望まれる。
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